
 

 

令和４年度 第１回福岡県地域職業能力開発促進協議会 議事次第 

 

 

日時：令和４年１１月２５日（金）１４時から１６時 

開催方法：ＷＥＢ開催 

 

 

１ 福岡労働局長あいさつ 

 

 

２ 福岡県地域職業能力開発促進協議会設置要綱の制定 

 

 

３ 会長選出 

 

 

４ 公的職業訓練の概要 

 

 

５ 地域職業能力開発促進協議会の概要 

 

 

６ 令和３年度公的職業訓練実施結果、令和４年度公的職業訓練実施状況について 

 

 

７ 令和５年度 福岡県地域職業訓練実施計画の策定方針について 

 

 

８ 福岡県地域の訓練ニーズについて 

 

 

９ その他 



区分 氏　　名 所属・役職名 出欠

益村
マスムラ

 眞知子
マチコ

学校法人　中村産業学園　九州産業大学　名誉教授 出席

大矢野
オオヤノ

 栄次
エイジ

学校法人　久留米大学　名誉教授、客員教授 出席

畔
アゼ

津
ツ

 憲司
ケンジ

公立大学法人　北九州市立大学　経済学部　准教授 出席

山下
ヤマシタ

　優一
ユウイチ

日本労働組合総連合会福岡県連合会　副事務局長 出席

野口
ノグチ

　信弘
ノブヒロ

福岡県経営者協会　事務局長 出席

吉田
ヨシダ

　隆彦
タカヒコ

福岡県中小企業団体中央会　情報調査課長 出席

出水
デミズ

　泰輔
タイスケ

福岡商工会議所　経営相談部　商業・雇用支援グループ長 出席

古藤
コトウ

　雄一郎
ユウイチロウ

福岡県商工会連合会　運営支援課長 欠席

井上
イノウエ

　和久
カズヒサ 独立行政法人

　高齢・障害・求職者雇用支援機構　福岡支部長
出席

田所
タドコロ

　徹夫
テツオ

一般社団法人　福岡県専修学校各種学校協会　理事 出席

黒木
クロキ

　共秀虎
トモヒコ 一般社団法人　全国産業人能力開発団体連合会

（一般財団法人　日本医療教育財団　　福岡支部長）
欠席

中野
ナカノ

　秀聡
ヒデサト

福岡県職業能力開発協会　専務理事兼事務局長 出席

職業紹介事業
関係者 南里

ナンリ

　恒子
ツネコ 一般社団法人日本人材紹介事業協会　九州地区協議会

（株式会社ＡＣＲ　人材コンサル事業部　取締役部長）
欠席

福岡県 島川
シマカワ

　義隆
ヨシタカ

福岡県福祉労働部労働局　職業能力開発課長 出席

安達
アダチ

　栄
サカエ

福岡労働局長 出席

渡辺
ワタナベ

　聡
サトシ

福岡労働局職業安定部長 出席

オブザーバー 福岡
フクオカ

　宗一郎
ソウイチロウ 経済産業省九州経済産業局地域経済部

産業人材政策室産業人材企画係長
出席

田代
タシロ

　周一
シュウイチ

福岡県福祉労働部労働局職業能力開発課公共訓練係長 出席

古川
フルカワ

　政彦
マサヒコ

福岡労働局職業安定部訓練室長 出席

大曲
オオマガリ

　隆行
タカユキ

福岡労働局職業安定部訓練室長補佐 出席

林
ハヤシ

　博文
ヒロフミ

福岡労働局職業安定部訓練室訓練係長 出席

米
ヨネ

　俊太郎
シュンタロウ

福岡労働局職業安定部訓練室訓練係主任 出席

令和4年度第1回福岡県地域職業能力開発促進協議会出席者名簿

事務局

労働局

有識者

労使団体及び
産業界関係者

教育訓練等
関係者



令和４年度第 1 回 

福岡県地域職業能力開発促進協議会 

 

 配付資料 
 

資料 

資料１   公的職業訓練の概要 

資料２   地域職業能力開発促進協議会の概要 

資料３   福岡県地域職業能力開発促進協議会設置要綱（案） 

資料４   公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領 

資料５   令和３年度 公的職業訓練の実績 

資料６－１ 令和３年度 求職者支援訓練実施結果 

資料６－２ 令和４年度 求職者支援訓練実施状況 

資料７－１ 令和３年度 県（施設内・委託）訓練実施結果 

資料７－２ 令和4 年度 県（施設内・委託）訓練実施状況 

資料８   令和３年度 ポリテク福岡・ポリテク飯塚実施結果 

令和４年度 ポリテク福岡・ポリテク飯塚実施状況 

資料９   令和５年度 福岡県地域職業訓練実施計画の策定方針（案） 

資料１０  中央職業能力開発促進協議会資料（抜粋） 

資料１１  キャリアコンサルティングの実績等について 

 

参考資料１  人材開発支援助成金（人への投資促進コース） 

参考資料２  教育訓練給付の特別申請期間 

参考資料３  「人材開発支援策」のご案内 

参考資料４   技能実習法に基づく行政処分等について 

参考資料５  マイナビＤＸ等について 



公共職業訓練 （職業能力開発促進法：1969年施行） 求職者支援訓練 （求職者支援法：2011年施行）

訓練期間 概ね３か月～２年 ２～６か月

実施機関

〈訓練科目〉

施設内訓練
○国（ポリテクセンター）
・ポリテクセンター福岡（八幡西区）、ポリテクセンター飯塚の2か所
※主にものづくり分野の訓練を実施
<金属加工技術科、機械加工技術科、CAD/CAM科、建設機械科、
スマート生産サポート科、住宅リフォーム技術科、電気設備技術科等>

○福岡県（高等技術専門校）
・福岡、戸畑、小倉、久留米、大牟田、田川、小竹の７校
※地域の実情に応じた訓練を実施
<自動車整備科、プログラム設計科、介護サービス科、木工家具科、
塗装科、建築科、左官科、空調設備科、電気設備科、溶接科等>

委託訓練
○民間教育訓練機関等（福岡県からの委託）
<主に事務系、介護系、情報系の訓練を実施>

○民間教育訓練機関等
＊認定事務は（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構が行う。

・基礎コース（２～４か月）
※基礎的能力を習得する訓練
<主に基礎分野、営業・販売・事務分野等の科目>

・実践コース（３～６か月）
※基礎能力から実践的能力まで一括して習得する訓練
<主にデジタル系、介護系、医療事務系分野等の科目>

＊求職者支援訓練は、雇用保険の受給ができない失業
者等であって、職業訓練その他の支援の必要がある者
を対象に創設された訓練であるため、雇用保険受給者
は選考における緊要度（ポイント）が減点される。
＊公的職業訓練の最大のメリットは、受講料が無料で
あること（但し、教材費、検定試験料等は自己負担）。

○国や都道府県が行っている公的職業訓練には公共職業訓練と求職者支援訓練がある。
○公共職業訓練には離職者訓練の他、在職者向け、学卒者向け、障害者向けの訓練もある。

◆ 公的職業訓練（ハロートレーニング）の種類

訓練延長給
付及び技能
習得付手当

○雇用保険受給者が訓練入校日において、受講指示要件として規定された一定の所定給付日数が残っている場合に支給
◆訓練受講中の延長給付（訓練を受け終わる日までの間、本人の所定給付日数を超えて基本手当を支給）
◆受講手当（500円×40日を限度に支給） ◆通所手当（42,500円を限度に支給） ◆寄宿手当（月額10,700円※別途、支給要件あり）
◆訓練終了後の延長給付（基本手当×30日を限度に支給※別途、支給要件あり）

職業訓練受
講給付金

○雇用保険受給者以外の者、及び受講指示要件を満たさない雇用保険受給者の所定給付日数支給終了後、下記①～④の
支給要件を満たす場合に支給
◆職業訓練受講手当（月額100,000円） ◆通所手当（42,500円を限度に支給） ◆寄宿手当（月額10,700円※別途、支給要件あり）
①本人収入が月8万円以下 ＊月12万円以下（令和5年3月31日までの暫定措置）
②世帯収入が月25万円以下 ＊月40万円以下（令和5年3月31日までの暫定措置）
③世帯全体の金融資産が300万円以下
④出席要件（訓練実施日の8割以上出席）など、その他要件あり

◆ 訓練受講中に支給される給付金の種類 ※支給要件を満たす者に限り支給



地域職業能力開発促進協議会の概要（令和４年１０月施行）

①人材ニーズを踏まえた訓練コースの設定

国及び都道府県は、地域の関係者・関係機関を参集し、職業能力に関する有用な情報を
共有し、地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施、職業訓練効果の把握・検
証等を行う都道府県単位の協議会を組織する。

訓練効果の把握・検証

修了者
採用企業

訓練機関
ヒアリング

カリキュラ
ム等の改善

【構成員】
①都道府県労働局 ②都道府県 ③公共職業能力開発施設を設置する市町村
④職業訓練・教育訓練実施機関（専門学校・各種学校、高齢・障害・求職者雇用支援機構、リカレント教育実施大学等 等）

⑤労働者団体 ⑥事業主団体 ⑦職業紹介事業者（団体）又は特定募集情報等提供事業者（団体）
⑧学識経験者
⑨その他協議会が必要と認める者（例：デジタル分野の専門家、地方自治体の生活困窮者自立支援制度主管部局 等）

キャリアコンサルティング、
その他の職業能力開発に関す
る取組の共有
キャリアコンサルティング、リカレント教育等

「地域職業訓練実施
計画」と実績とのミ
スマッチの検証

地域の人材ニーズや検証を踏まえた
「地域職業訓練実施計画」の策定

訓練コースの設定

地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
の
協
議
事
項

・・・主催

職業訓練の実施

職業訓練機関等

将来的に必要となるスキルも
含め、地域の詳細な人材ニー
ズの把握
経済情報、労働市場情報、企業ニーズ等

⇒ ニーズを踏まえた精度の高い訓練を実施

⇒ 個別コースの質の向上を促進②訓練効果の把握・検証 (協議会の下のワーキンググループで実施)



 

 

福岡県地域職業能力開発促進協議会設置要綱（案） 

 

制定  令和 ４ 年１１月２５日 

 

１ 名称 

協議会の名称は、「福岡県地域職業能力開発促進協議会」とする。 

 

２ 目的 

福岡労働局及び福岡県（以下「関係機関」という。）は、職業能力開発促進

法（昭和 44 年法律第 64 号）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業

能力開発施設において実施する職業訓練（同法第 15 条の７第３項の規定に基

づき実施する職業訓練を含む。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就

職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号）第４条第２項に規定する認

定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的職業訓練」という。）を実施する

に当たり、職業能力開発促進法第 15 条の規定に基づき、地域の関係機関等が

参画し、福岡県内における人材ニーズを適切に反映した訓練コースの設定を

促進するとともに、訓練効果の把握・検証を通じた訓練内容の改善等の協議を

行う地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

 

３ 構成員 

（１）協議会は、別表に掲げる者を構成員とする。 

（２）協議会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

４ 会長 

（１）協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 

（２）会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（３）会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代

理する。 

 

５ 協議会の開催 

年２回以上の開催とする。 

 

６ 協議事項 

次に掲げる事項について協議する。 

（１）公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練コ



 

 

ースの設定に関すること。 

（２）公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 

（３）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び 

向上の促進のための取組に関すること。 

（４）公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 

（５）その他必要な事項に関すること。 

 

７ 事務局 

協議会の事務局は、福岡労働局職業安定部訓練室及び福岡県福祉労働部労

働局職業能力開発課に置く。 

 

８ 公的職業訓練効果検証ワーキンググループ 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループの実施要領等は別途定める。 

 

９ その他 

（１）協議会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合を

除き、公開とする。 

（２）協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15

条第３項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

（３）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 



別表   

 

 

有識者 

 益村 眞知子  九州産業大学 名誉教授 

 大矢野 栄次  久留米大学 名誉教授、客員教授 

 畔津 憲司   北九州市立大学経済学部 准教授 

 

労使団体及び産業界関係者 

 山下 優一   日本労働組合総連合会福岡県連合会 副事務局長 

 野口 信弘   福岡県経営者協会 事務局長 

 吉田 隆彦   福岡県中小企業団体中央会 情報調査課長 

 出水 泰輔   福岡商工会議所 商業・雇用支援グループ長 

 古藤 雄一郎  福岡県商工会連合会 運営支援課長 

 

教育訓練等関係者 

 井上 和久   独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 福岡支部長 

 田所 徹夫   一般社団法人福岡県専修学校各種学校協会 理事 

 黒木 共秀虎  一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 

 中野 秀聡   福岡県職業能力開発協会 専務理事兼事務局長 

 

職業紹介事業関係者 

 南里 恒子   一般社団法人日本人材紹介事業協会 九州地区協議会 

 

地方公共団体 

 島川 義隆   福岡県福祉労働部労働局職業能力開発課長 

 

労働局 

 安達 栄   福岡労働局長 

 渡辺 聡   福岡労働局職業安定部長 

 

令和４年１１月２５日現在   



 

 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ実施要領 

 

 

制定 令和４年１１月８日 

 

 

１ 目的 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）は、適切か

つ効果的な職業訓練を実施していくため、個別の訓練コースについて、訓練修了

者や採用企業からのヒアリングも含め、訓練効果を把握・検証し、訓練カリキュ

ラム等の改善を図ることとする。 

 

２ ＷＧの構成員 

「福岡県地域職業能力開発促進協議会設置要綱策定要領」の３（１）の構成員

のうち、福岡県福祉労働部労働局職業能力開発課、独立行政法人高齢・障害・求

職者雇用支援機構福岡支部及び福岡労働局職業安定部訓練室とし、必要に応じて、

福岡県地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）構成員の中から任

意の者を追加する。 

なお、協議会の構成員として委任した者と同一の者とする必要はなく、構成員

の機関・団体の職員等で差し支えないが、協議会の事務に従事する者として、正

当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。                                                                                                                             

 

３ 検証手法 

検証手法は、公的職業訓練の訓練修了者、訓練修了者の採用企業及び訓練実施

機関に対するヒアリングにより行うものとする。 

 

４ ＷＧの具体的な進め方  

（１）検証対象コースの選定 

ア 予め協議会にて検証対象となる訓練分野を選定し、ＷＧでは当該訓練分

野の中で訓練修了者が比較的多い訓練コースを３コース（ただし、異なる

訓練実施機関が実施するものとすること。）以上選定する。 

イ 検証対象は、アで選定したコースの訓練実施機関と、各訓練コースにつ

き訓練修了者１人以上、当該訓練修了者の採用企業１社以上とする。具体

的には、３コースを選定すると、訓練実施機関３者、訓練修了者３人以上

及び採用企業３社以上が対象となる。 

（２）ヒアリングの内容等 

ア ヒアリングは直接又はＷＥＢ会議等でも差し支えない。 



 

 

イ ヒアリング内容は以下の項目を必須とする。 

① 訓練実施機関へのヒアリング 

・訓練実施にあたって工夫している点 

・訓練実施機関が行っているキャリアコンサルティングの状況 

・訓練実施にあたっての国への要望、改善して欲しい点 

     ② 訓練修了者へのヒアリング 

       ※訓練機関の接遇など、受講中の満足度ではないことに留意。 

・訓練内容のうち、就職後に役に立ったもの 

・訓練内容のうち、就職後にあまり活用されなかったもの 

・就職後に感じた、訓練で学んでおくべきであったスキル、技能等 

③ 訓練修了者の採用企業へのヒアリング 

・訓練により得られたスキル、技能等のうち、採用後に役に立って

いるもの 

・訓練において、より一層習得しておくことが望ましいスキル、技  

能等 

・訓練修了者の採用について、未受講者（未経験者）の採用の場合

と比較して期待していること（同程度の経験等を有する者同士を比

較。採用事例がない場合は想定） 

（３）ヒアリングを踏まえた効果検証等 

（２）のヒアリングを踏まえ、調査した訓練コースを含む分野全体におい

て、訓練効果が期待できる内容及び訓練効果を上げるために改善すべき内容

について整理する。 

（４）効果検証結果を踏まえた検討 

（３）の効果検証結果を踏まえ、訓練カリキュラム等の改善促進策（案）

等を検討し、協議会へ報告する。 

（５）協議会への報告 

ＷＧの効果検証結果及び訓練カリキュラムの改善促進策（案）等につい

ては協議会に報告する。 

 

５ その他 

  ＷＧの庶務は、福岡労働局職業安定部訓練室が行う。 



コース数 定員 受講者数

ＩＴ分野 18 411 339

営業・販売・事務分野 141 3,260 2,725

医療事務分野 24 510 403

介護・医療・福祉分野 46 770 578

農業分野 6 70 71

旅行・観光分野 2 60 51

デザイン分野 18 395 378

製造分野 68 897 573

建設関連分野 41 594 462

理容・美容関連分野 13 274 201

その他分野 35 611 414

求
職
者
支
援
訓
練

（

基
礎
コ
ー

ス
）

基礎 19 331 236

合計 431 8,183 6,431

（参考）
デジタル分野

37 826 736

ハロートレーニング（離職者向け）の令和３年度実績

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練
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離
職
者
向
け
）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練
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践
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ス
）
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※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該年

度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度以前

に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員を100とした時の、受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講者

数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分子に

ついては中途退校就職者を加えている。

ただし、公共職業訓練については、令和３年度末までに終了したコー

ス、求職者支援訓練については、令和３年12月末までに終了したコース

について集計。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、デザイン

分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。

用語の定義

1 ページ



コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 3 90 66 92.2% 73.3% 74.6% 13 281 233 122.1% 82.9% 66.9%

営業・販売・事務分野 105 2,630 2,310 129.7% 87.8% 72.7% 28 510 307 73.7% 60.2% 51.7%

医療事務分野 19 435 347 102.8% 79.8% 81.5% 5 75 56 94.7% 74.7% 80.5%

介護・医療・福祉分野 34 479 381 104.6% 79.5% 83.6% 7 141 54 41.1% 38.3% 69.0%

農業分野 6 70 71 120.0% 101.4% 58.0% 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 2 60 51 105.0% 85.0% 75.0% 0 0 0 - - -

デザイン分野 10 245 251 443.7% 102.4% 64.7% 8 150 127 124.0% 84.7% 68.9%

製造分野 3 50 34 78.0% 68.0% 48.5% 0 0 0 - - -

建設関連分野 2 23 22 152.2% 95.7% 71.4% 9 128 113 110.2% 88.3% 65.0%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - 75.0% 13 274 201 100.4% 73.4% 71.2%

その他分野 3 60 54 148.3% 90.0% 71.7% 10 220 150 80.0% 68.2% 71.4%

求
職
者
支
援
訓
練

（

基
礎
コ
ー

ス
）

基礎 - - - - - - 19 331 236 84.0% 71.3% 54.9%

合計 187 4,142 3,587 141.0% 86.6% 73.4% 112 2,110 1,477 90.2% 70.0%

（参考）
デジタル分野

13 335 317 349% 94.6% 66.8% 21 431 360 122.7% 83.5% 67.5%

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練

分 野
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練
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）

 
 
 

＋
求
職
者
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）
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分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 2 40 40 167.5% 100.0% 93.8% 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 3 60 51 90.0% 85.0% 90.2% 5 60 57 146.7% 95.0% 96.3%

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 5 150 143 110.7% 95.3% 88.1% 0 0 0 - - -

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

製造分野 19 365 208 63.8% 57.0% 94.6% 46 482 331 78.0% 68.7% 86.2%

建設関連分野 6 170 114 74.1% 67.1% 77.5% 24 273 213 92.3% 78.0% 87.2%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 5 120 82 93.3% 68.3% 81.5% 17 211 128 77.7% 60.7% 86.8%

合計 40 905 638 83.8% 70.5% 87.6% 92 1,026 729 85.8% 71.1% 87.5%

（参考）
デジタル分野

2 40 40 167.5% 100.0% 93.8% 1 20 19 100.0% 95.0% -

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）

3 ページ
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求職者支援訓練実施結果 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡労働局職業安定部訓練室 



 

 

 

 

 

コース種別

基礎コース

実践コース

訓練分野 主な科目名 訓練概要・目指す職業

基礎分野

ビジネスパソコン基礎科
ビジネスパソコン簿記基礎科

ハーブアロマスタッフ養成科

多くの職種に共通する基礎的能力として、Ｏｆｆｉｃｅ等ビジネスソフ
トの操作技能を習得する

ハーブやアロマの仕事に関する接客対応及び香りの知識・技
能・技術を習得する

介護福祉分野
介護福祉士実務者養成科
介護職員初任者研修・ガイドヘルパー養成科

介護の初任者研修、実務者研修等を修了し、訪問介護職員・
施設介護職員での就業を目指す

医療事務分野
医療・調剤・介護事務科
医療事務スタッフ育成科

各医療事務の知識とマナーを取得し、医療事務員、調剤事務
員、介護事務員等への就職を目指す

ＩＴ分野
Java Android技術者育成科
Webアプリ開発科

Ｊａｖａ言語等の基本的技能を習得し、プログラマー、システム開
発技術者等での就業を目指す

デザイン分野

CG・Webデザイン科

動画クリエイター養成科

CG・Ｗｅｂデザイン等の最新技術を習得し、デザイナーとしての
就業を目指す

動画制作に関する知識・技術を習得し、動画クリエイターとして
構成編集の就業を目指す

クリエート分野 DTPデザイン科
より幅広い広告業界へ就職するために、イラストレーター・フォト
ショップ等の基本的技能を習得する

営業・販売・
事務分野

簿記・総務・パソコン実践科
宅建・ＦＰ・ビジネスパソコン養成科

登録販売者・販売士養成科

パソコンの実務的操作に加え、総務、簿記、宅建、ファイナン
シャルプランナー等の専門知識を付加する

一般用医薬品登録販売者に必要な知識と販売員としての技
能・技術を習得する

理容・美容
関連分野

エステティシャン養成科
ネイリスト養成科

ネイリスト・エステティシャン及び美容関連業界への就職を目指
す

調理分野 調理スタッフ養成科
調理、衛生管理、商品開発等の技能を習得し、食品業界にお
いて幅広い就業を目指す

建設関連分野 CAD実務科 建設・製造等のＣＡＤオペレーターを目指す

機械関連分野 パソコン機械ＣＡＤオペレーター科
機械設計に関する知識を習得し、機械ＣＡＤオペレーターを目指
す

その他の分野 トレーニングインストラクター養成科
トレーナーとしての基礎から応用までの知識、技能、実技等の
指導方法を習得し、フィットネス・インストラクターを目指す

求職者支援訓練　コース・訓練分野概要

コース概要

　専ら就職に必要な基礎的な技能及びこれに関する知識等を付与するための職業訓練であり、基礎
コースに限り、訓練の始期１か月間において「職業能力開発講習」を設けている。
　なお、基礎コースからは、実践コース及び公共職業訓練への連続受講も可能である。
　また、訓練期間は、職業能力開発講習を含め、２か月間から４か月間である。

　基礎的技能等並びに実践的な技能及びこれに関する知識等を付与するための職業訓練である。
　なお、実践コースにおいては、基礎分野の設定がなく、公共職業訓練への連続受講もできない。
　また、訓練期間は、２か月間から６か月間である。
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 令和３年度福岡県地域職業訓練実施計画の概要 

 

 
                                             

 求職者支援訓練実施状況 

１ 訓練実施計画～受講者数（令和元年度～令和３年度）    

 
 
 
 ○受講申込者数及び受講者数ともに、令和２年度よりも大幅に増加した。 

これは、ハローワーク窓口での受講勧奨の徹底や民間求人情報誌への訓練情報の広報等によると思われる。 
〇受講者数の増加に合わせて、認定定員も順調に増加した。 
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２ 基礎コース・実践コースの実施割合（令和３年度） 

（１）令和３年度 

 

（２）令和２年度 

 

 
  ○年々、実践コースの実施割合が増加しているが、令和３年度は認定定員から受講者数まで全て 80％を越える

結果となった。 
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３  開講状況・受講状況（令和３年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

開講
コース数

中止
コース数

中止
コース率

開講
定員

受講
者数

定員
充足率

基礎 15 15 272 204 75.0% パソコン基礎

営業・販売・事務 3 3 39 27 69.2% ハーブアロマ販売ス

タッフ育成科

調理 1 1 20 5 25.0% カフェスタッフ養成科

基礎コース合計 19 19 331 236 71.3%

ＩＴ 13 13 281 233 82.9% Java、Web、Android等

のプログラミング系

営業・販売・事務 46 28 18 39.1% 510 307 60.2% パソコン実践、経理、

宅建等

医療事務 7 5 2 28.6% 75 56 74.7% 医療事務スタッフ養成
科

介護福祉 13 7 6 46.2% 141 54 38.3% 介護職員実務者研修科

クリエート 2 2 30 29 96.7% DTPデザイナー養成科

デザイン 8 8 150 127 84.7% Webデザイナー養成科

調理 5 5 100 55 55.0% 調理スタッフ養成科

建設関連 9 9 128 113 88.3% パソコンＣＡＤ科

理容・美容関連 13 13 1 7.7% 274 201 73.4% ネイリスト、エステ

ティシャン系

その他 7 3 4 57.1% 90 66 73.3% トレーニングインスト

ラクター養成科

実践コース合計 123 93 31 25.2% 1,779 1,241 69.8%

全コース合計 142 112 31 21.8% 2,110 1,477 70.0%

訓練分野
認定

コース数

開講状況 受講状況
訓練科名
（例）

○介護福祉分野（介護職員実務者研修科）で１３コース中６コースが中止となったが、昨年度（８コース中６コ

ース中止）と比較すると高い開講率となった。これは、新型コロナウイルス感染症の影響で、受講を敬遠され

ていたものが、新型コロナウイルス感染症が落ち着いた状況にあったことが影響したと思われる。 
○定員充足率が高い分野は、例年度同様に、実践コースのＩＴ分野（Java、Web、Android 等のプログラミン

グ系）、建設関連分野（パソコン CAD 科）となっている。 
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５ 主要訓練分野の受講申込者数（令和元年度～令和３年度） 
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５ 受講者数 男女別（令和３年度） 

 

 
 

 

 
 
 
 

令和３年度 男性 女性 全体

基礎コース 51 185 236

実践コース 396 845 1,241

全コース 447 1,030 1,477

○受講者の男女割合は、例年と同様に男性が約３０％、女性が約７０％である。 
○男性の受講者は、デジタル分野（ＩＴ及びデザイン）が多く全体の約４７％を占める。 
○女性の受講者は、営業・販売・事務分野、理容・美容関連分野が多く全体の約４３％を占める。 

令和２年度 男性 女性 全体

基礎コース 40 189 229

実践コース 318 678 996

全コース 358 867 1,225
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６ 受講者数 年齢層別（令和３年度） 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
   

 
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

○年齢比は、例年３５歳未満：約５０％、３５歳～５４歳：約４０％、５５歳以上：約１０％となっている。 
○３５歳未満の受講者は、デジタル分野（ＩＴ及びデザイン）、理容・美容関連分野が多く全体の約５３％を占

める。 
○３５歳～５４歳の受講者は、営業・販売・事務分野、基礎分野が多く全体の約２８％を占める。 

令和２年度 35歳未満 35歳～54歳 55歳以上 合計

基礎コース 86 104 39 229

実践コース 520 404 72 996

全コース 606 508 111 1,225

令和３年度 35歳未満 35歳～54歳 55歳以上 合計

基礎コース 75 115 46 236

実践コース 637 508 96 1,241

全コース 712 623 142 1,477

31.8%

51.3%

48.2%

48.7%

40.9%

42.2%

19.5%

7.7%

9.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基礎コース

実践コース

全コース

令和３年度

35歳未満 35歳～54歳 55歳以上
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 受講者の就職状況 

１  雇用保険適用就職率 （令和３年度中に訓練が終了したコース） 

 
 
 
 
                                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○雇用保険適用就職率は、訓練終了日の翌日から起算して３か月を経過するまでの就職状況で算定する。 
○基礎コース及び実践コースとも就職率は、目標値を達成できた。 

コース種別 就職率（目標） 就職率（実績）

基礎コース 55.0% 56.3%

実践コース 60.0% 65.8%

コース種別 コース数 対象者数 就職者数 就職率

基礎コース 18 176 99 56.3%

実践コース 87 942 620 65.8%

全コース 105 1,118 719 64.3%
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２  雇用保険適用就職率の推移（平成２９年度～令和３年度中に訓練が終了したコース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○令和３年度は、令和２年度と比較して、全コースとも対前年度比で大幅なプラスととなったが、これは、新

型コロナウイルスの感染拡大が落ち着き、就職活動が活発になったことが影響したものと考えられる。 
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３  雇用保険適用就職率 基礎コース（令和３年度中に訓練が終了したコース）  

 
                            
 
 
 
 
 
 

４  雇用保険適用就職率 実践コース（令和３年度中に訓練が終了したコース） 

 
 
 
                            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○営業・販売・事務のパソコン操作を主としたコースよりも、専門分野に特化したコースの就職率が高い傾向

となった。 
○身体的接触が多い介護福祉分野の就職率は、令和２年度の３０％から６６．７％へと２倍以上に増加してい

る。 
 

訓練分野 コース数 対象者数 就職者数 就職率

営業・販売・事務 3 28 16 57.1%

基礎 15 148 83 56.1%

基礎コース合計 18 176 99 56.3%

訓練分野 コース数 対象者数 就職者数 就職率

調理 6 35 30 85.7%

医療事務 6 41 33 80.5%

その他 4 60 45 75.0%

理容・美容関連 13 154 109 70.8%

介護福祉 5 30 20 66.7%

ＩＴ 12 179 119 66.5%

クリエート 1 13 8 61.5%

建設関連 9 98 59 60.2%

デザイン 7 97 58 59.8%

営業・販売・事務 24 235 139 59.1%

実践コース合計 87 942 620 65.8%
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５  雇用形態別の就職者数（令和３年度中に訓練が終了したコース） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
 
※ 就職者数は雇用保険適用の有無を問わない人数である。 
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６  訓練分野と就職先の関連性（令和３年度中に訓練が終了したコース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※ 就職者数は雇用保険適用の有無を問わない人数である。 
 
 

 

                                                                    
 
 
 

○全体的な関連就職率は、令和２年度と比較してもそれほど変化はなかった。 
○個別に見ると「ＩＴ」「介護福祉」は、前年度よりも大幅に関連就職率が増加しているが、「医療事務」「デザ

イン」は大幅に関連就職率が減少している。 

全就職
者数

関連就職
者数

関連就職
（率）

全就職
者数

関連就職
者数

関連就職
（率）

基礎 パソコン基礎 111 95 85.6% 123 112 91.1%

営業・販売・事務 ハーブアロマ販売
スタッフ育成科

8 4 50.0% 24 15 62.5%

138 113 81.9% 147 127 86.4%

ＩＴ Ｊａｖａ、Ｗｅｂ
プログラミング系

97 64 66.0% 133 107 80.5%

営業・販売・事務 パソコン実践、経
理、宅建等

184 148 80.4% 173 133 76.9%

医療事務 医療事務スタッフ
養成科

21 19 90.5% 38 28 73.7%

介護福祉 介護職員実務者研
修科

6 5 83.3% 23 21 91.3%

クリエート 広告デザインクリ
エイター科

11 6 54.5%

デザイン Webデザイナー養成
科

25 22 88.0% 72 54 75.0%

調理 調理スタッフ養成
科

24 19 79.2% 36 30 83.3%

建設関連 パソコンＣＡＤ科 56 45 80.4% 68 58 85.3%

理容・美容関連 ネイリスト、エス
テティシャン系

117 71 60.7% 139 75 54.0%

その他 トレーニングイン
ストラクター系

53 40 75.5% 58 38 65.5%

583 433 74.3% 751 550 73.2%
721 546 75.7% 898 677 75.4%

訓練科名
（例）

基

礎

コ

ー

ス

基礎コース合計

令和３年度令和２年度

全コース合計

実
践
コ
ー

ス

  訓練分野

実践コース合計



 

 

 

令和４年度 

求職者支援訓練実施状況 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡労働局職業安定部訓練室 



 

コース種別

基礎コース

実践コース

訓練分野 主な科目名 訓練概要・目指す職業

基礎分野

ビジネスパソコン基礎科
ビジネスパソコン簿記基礎科

ハーブアロマスタッフ養成科

多くの職種に共通する基礎的能力として、Ｏｆｆｉｃｅ等ビジネスソフ
トの操作技能を習得する

ハーブやアロマの仕事に関する接客対応及び香りの知識・技
能・技術を習得する

介護福祉分野
介護福祉士実務者養成科
介護職員初任者研修・ガイドヘルパー養成科

介護の初任者研修、実務者研修等を修了し、訪問介護職員・
施設介護職員での就業を目指す

医療事務分野
医療・調剤・介護事務科
医療事務スタッフ育成科

各医療事務の知識とマナーを取得し、医療事務員、調剤事務
員、介護事務員等への就職を目指す

ＩＴ分野
Java Android技術者育成科
Webアプリ開発科

Ｊａｖａ言語等の基本的技能を習得し、プログラマー、システム開
発技術者等での就業を目指す

デザイン分野

CG・Webデザイン科

動画クリエイター養成科

CG・Ｗｅｂデザイン等の最新技術を習得し、デザイナーとしての
就業を目指す

動画制作に関する知識・技術を習得し、動画クリエイターとして
構成編集の就業を目指す

クリエート分野 DTPデザイン科
より幅広い広告業界へ就職するために、イラストレーター・フォト
ショップ等の基本的技能を習得する

営業・販売・
事務分野

簿記・総務・パソコン実践科
宅建・ＦＰ・ビジネスパソコン養成科

登録販売者・販売士養成科

パソコンの実務的操作に加え、総務、簿記、宅建、ファイナン
シャルプランナー等の専門知識を付加する

一般用医薬品登録販売者に必要な知識と販売員としての技
能・技術を習得する

理容・美容
関連分野

エステティシャン養成科
ネイリスト養成科

ネイリスト・エステティシャン及び美容関連業界への就職を目指
す

調理分野 調理スタッフ養成科
調理、衛生管理、商品開発等の技能を習得し、食品業界にお
いて幅広い就業を目指す

建設関連分野 CAD実務科 建設・製造等のＣＡＤオペレーターを目指す

機械関連分野 パソコン機械ＣＡＤオペレーター科
機械設計に関する知識を習得し、機械ＣＡＤオペレーターを目指
す

その他の分野 トレーニングインストラクター養成科
トレーナーとしての基礎から応用までの知識、技能、実技等の
指導方法を習得し、フィットネス・インストラクターを目指す

求職者支援訓練　コース・訓練分野概要

コース概要

　専ら就職に必要な基礎的な技能及びこれに関する知識等を付与するための職業訓練であり、基礎
コースに限り、訓練の始期１か月間において「職業能力開発講習」を設けている。
　なお、基礎コースからは、実践コース及び公共職業訓練への連続受講も可能である。
　また、訓練期間は、職業能力開発講習を含め、２か月間から４か月間である。

　基礎的技能等並びに実践的な技能及びこれに関する知識等を付与するための職業訓練である。
　なお、実践コースにおいては、基礎分野の設定がなく、公共職業訓練への連続受講もできない。
　また、訓練期間は、２か月間から６か月間である。
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 令和４年度福岡県地域職業訓練実施計画の概要 

 

 
                                             

 求職者支援訓練実施状況 

１ 訓練実施計画～受講者数（令和２年度～令和４年度 ４月～９月開講コース）    

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計
福岡地域（※）

優先枠
その他地域（※）

優先枠
不足地域分野

優先枠
地域ニーズ枠

3,672 2,645 747 240 40

29.7% 1,092 830 262

70.3% 2,580 1,815 485 240 40

介護系 5.6% 100 45   

医療事務系 7.4% 155 35   

デジタル系 27.6% 463 210  40

その他 50.1% 1,097 195   

（※）「福岡地域」とは、福岡中央、福岡東、福岡南及び福岡西の各ハローワークの管轄地域を指し、「その他地域」とは、県内の福岡地域以外の地域を指す。

令和４年度

全コース

基礎コース

実践コース

○令和４年９月開講コースまでの受講申込者数、受講者数ともに、対前年度同期比で１．７倍へと大幅に増加し

ている。これは、令和４年７月から求職者支援訓練が受講指示になった影響が非常に大きいと考えられる。 
〇また、令和４年９月から、ハローワーク利用者以外の方へ求職者支援訓練を周知・広報するために、ＷＥＢ広

告を開始した影響も考えられる。 
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２ 基礎コース・実践コースの実施割合 

 

３ 認定コース数・開講状況・受講状況（令和４年度） 

 

 

開講
コース数

中止
コース数

中止
コース率

開講
定員

受講
者数

定員
充足率

基礎 6 6 90 52 57.8% パソコン基礎

営業・販売・事務 4 2 2 50.0% 26 23 88.5% ハーブアロマ販売ス

タッフ育成科

調理 1 1 20 10 50.0%

基礎コース合計 11 9 2 18.2% 136 85 62.5%

ＩＴ 14 13 1 7.1% 261 237 90.8% Java、Web、Android等

のプログラミング系

営業・販売・事務 21 19 2 9.5% 378 288 76.2% パソコン実践、経理、

宅建等

医療事務 4 4 54 45 83.3% 医療事務スタッフ養成

科

介護福祉 6 5 1 16.7% 66 29 43.9% 介護職員実務者研修科

デザイン 7 7 176 176 100.0% Webデザイナー養成科

調理 2 2 40 21 52.5% 調理スタッフ養成科

建設関連 6 6 91 79 86.8% パソコンＣＡＤ科

理容・美容関連 7 7 145 129 89.0% ネイリスト、エステ

ティシャン系

その他 3 2 1 33.3% 60 36 60.0% トレーニングインスト

ラクター養成科

実践コース合計 70 65 5 7.1% 1,271 1,040 81.8%

全コース合計 81 74 7 8.6% 1,407 1,125 80.0%

訓練分野
認定

コース数

開講状況 受講状況
訓練科名
（例）

○昨年同期は１６コースが中止となっていたが、受講申込者数、受講者数が大幅に増加した影響で、中止コー

スが大幅に減少している。 
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４ 主要訓練分野の受講申込者数（令和２年度～令和４年度 ４月～９月開講コース） 
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５ 受講者数 男女別（令和４年度 ４月～９月開講コース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○受講者の男女割合は、男性が約２８％、女性が約７２％であり、例年と変わらない傾向にある。 

○男性の受講者は、ＩＴ分野、営業・販売・事務分野、デザイン分野が多く全体の約６０％を占める。 
○女性の受講者は、営業・販売・事務分野、理容・美容関連分野が多く全体の約４８％を占める。 

令和４年度 男性 女性 全体

基礎コース 14 71 85

実践コース 310 730 1,040

全コース 324 801 1,125

令和３年度 男性 女性 全体

基礎コース 16 90 106

実践コース 161 398 559

全コース 177 488 665
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６ 受講者数 年齢層別（令和４年度 ４月～９月開講コース） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
○令和２年度の全コースと比較して、５５歳以上の受講者の占める割合が増加しており、コロナ渦の影響で受

講を控えていた中高年齢層が受講し始めた影響と考えられる。 
○３５歳未満は、若年層に人気がある「ＩＴ」「デザイン」「理容・美容関連」で６７％を占めている。 
○３５歳～５５歳未満は、一般的なパソコン操作を学べる「基礎」「営業・販売・事務」で４２％を占めている。 

令和４年度 35歳未満 35歳～54歳 55歳以上 合計

基礎コース 17 45 23 85

実践コース 570 384 86 1,040

全コース 587 429 109 1,125

令和３年度 35歳未満 35歳～54歳 55歳以上 合計

基礎コース 28 59 19 106

実践コース 306 223 30 559

全コース 334 282 49 665



　

対象年度 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率
就職率

令和２年度 38 885 746 640 72.3% 87.3%

令和３年度 40 905 758 638 70.5% 87.6%

訓練分野 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率
就職率

ＩＴ分野 2 40 67 40 100.0% 93.8%

営業・販売・事
務分野 3 60 54 51 85.0% 90.2%

介護福祉分野 5 150 166 143 95.3% 88.1%

輸送サービス分
野 4 90 72 66 73.3% 96.3%

電気関連分野 3 80 64 53 66.3% 100.0%

機械関連分野 3 60 38 33 55.0% 88.9%

金属関連分野 9 135 59 56 41.5% 90.2%

建設関連分野 6 170 126 114 67.1% 77.5%

その他製造関連
分野 5 120 112 82 68.3% 81.5%

合計 40 905 758 638 70.5% 87.6%

介護サービス科
保育士養成科

自動車整備科

プログラム設計科

福岡県
高等技術
専門校

ＯＡ事務科

令和３年度 公共職業訓練 実施結果

１　施設内訓練

訓練実施機関

訓練科目名（例）

電気工事科
電気設備科

空調設備科
ものづくり×プログラム科

溶接科
金属加工技術科

建築科、左官科

木工家具科
アパレルサービス科

885 905

746 758 
640 638

200

400

600

800

1,000

令和２年度 令和３年度

高等技術専門校

定員 応募者数 受講者数

1



　

対象年度 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率
就職率

令和２年度 183 3,920 5,817 3,580 91.3% 75.0%

令和３年度 188 4,142 5,840 3,587 86.6% 73.4%

訓練分野 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率
就職率

ＩＴ分野 3 90 83 66 73.3% 74.6%

営業・販売・事
務分野 106 2,630 3,412 2,310 87.8% 72.7%

医療事務分野 19 435 447 347 79.8% 81.5%

介護福祉分野 34 479 501 381 79.5% 83.6%

農業分野 6 70 84 71 101.4% 58.0%

旅行・観光分野 2 60 63 51 85.0% 75.0%

デザイン分野 10 245 1,087 251 102.4% 64.7%

輸送サービス分
野 3 50 39 34 68.0% 48.5%

建設関連分野 2 23 35 22 95.7% 71.4%

その他の分野 3 60 89 54 90.0% 71.7%

合計 188 4,142 5,840 3,587 86.6% 73.4%

２　委託訓練

訓練実施機関

福岡県 委託訓練

訓練科目名（例）

スマホアプリ開発
・ビジネス科

パソコン初級・中級養成科
ファイナンシャルプラン

ナー科

医療事務科

介護福祉士養成科
保育士養成科

介護職員実務者研修科

ＣＡＤオペレーター科

庭園管理科
農業科

観光マーケティング科

ＷＥＢデザイナー養成科
ＷＥＢ制作技術科

作業・機械免許習得科

インテリア
コーディネーター科

3,920 4,142

5,817 5,840 

3,580 3,587 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

令和２年度 令和３年度

定員 応募者数 受講者数
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対象期間

　

対象年度 コース数 定員 応募者数 受講者数 定員充足率

令和３年度 36 825 687 579 70.2%

令和４年度 36 800 780 597 74.6%

訓練分野 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率

ＩＴ分野 2 40 117 40 100.0%

営業・販売・事
務分野 3 60 57 49 81.7%

介護福祉分野 3 90 103 86 95.6%

輸送サービス分
野 4 90 68 59 65.6%

電気関連分野 3 80 71 60 75.0%

機械関連分野 3 60 43 40 66.7%

金属関連分野 7 110 61 54 49.1%

建設関連分野 6 160 135 114 71.3%

その他製造関連
分野 5 110 125 95 86.4%

合計 36 800 780 597 74.6%

令和４年度 公共職業訓練 実施状況

１　施設内訓練

訓練実施機関

令和３年度：令和３年４月１日～令和３年８月３１日
令和４年度：令和４年４月１日～令和４年８月３１日

プログラム設計科

ＯＡ事務科

介護サービス科
保育士養成科

自動車整備科

 電気工事科電気設備科

福岡県
高等技術
専門校

訓練科目名（例）

空調設備科
ものづくり×プログラム科

 溶接科金属加工技術科

建築科、左官科

木工家具科
アパレルサービス科

825 800
687

780

579 597

0

200

400

600

800

1,000

令和３年度 令和４年度

高等技術専門校

定員 応募者数



　

対象年度 コース数 定員 応募者数 受講者数 定員充足率

令和３年度 86 1,707 2,728 1,598 93.6%

令和４年度 86 1,832 2,686 1,652 87.6%

訓練分野 コース数 定員 応募者数 受講者数
定員

充足率

ＩＴ分野 2 55 66 45 81.8%

営業・販売・事
務分野 41 1,065 1,571 985 92.5%

医療事務分野 8 180 182 148 82.2%

介護福祉分野 18 233 215 176 75.5%

農業分野 4 50 62 48 96.0%

旅行・観光分野 1 25 23 18 72.0%

デザイン分野 7 180 517 195 108.3%

輸送サービス分
野 1 15 15 12 80.0%

建設関連分野 2 23 22 19 82.6%

その他の分野 2 6 13 6 100.0%

合計 86 1,832 2,686 1,652 87.6%

委託訓練福岡県

訓練実施機関

２　委託訓練

訓練科目名（例）

スマホアプリ開発
・ビジネス科

ＷＥＢデザイナー養成科
ＷＥＢ制作技術科

作業・機械免許習得科

インテリア
コーディネーター科

ＣＡＤオペレーター科

パソコン初級・中級養成科
ファイナンシャルプランナー科

医療事務科

介護福祉士養成科
保育士養成科

庭園管理科
農業科

観光マーケティング科

1,707 1,832

2,728 2,686

1,598 1,652

1,000

2,000

3,000

令和３年度 令和４年度

高等技術専門校

定員 応募者数
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テーマ１

令和３年度離職者訓練の実績
（確定値）について

1



2

令和３年度 離職者訓練計画及び応募・入所状況
参 考②

系 科 名
令和３年度計画・実績

備考

開講月
計画定員 応募者 入所者

定員充足率
（人） （人） （人）

一般コース 516 354 328 63.6％

機械 金属加工技術科 5,8,11,2 40 18 16 40.0%

機械 機械加工技術科 9,12 20 ７ ６ 30.0％

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 4,7,10,1 60 45 45 75.0％

機械 機械ＣＡＤ技術科 8,2 45 15 13 28.9%

機械 ＣＡＤものづくりサポート科 9,2 50 40 39 78.0% 女性専用

居住 住宅リフォーム技術科 6,9,12,3 80 43 42 52.5％

居住 ビル設備サービス科 4,7,10,1 92 73 63 68.5%

居住 建築システムＣＡＤ科 11 25 18 17 68.0%

電気・電子 電気設備技術科 6,9,12,3 84 75 68 81.0％

電気・電子 スマート生産サポート科 2 20 20 19 95.0％

企業実習付コース 19 9 8 42.1％

機械 機械加工技術科（DS） 6,12 10 4 4 40.0％

機械 機械ＣＡＤ技術科（DS） 2 5 2 1 20.0%

居住 ビル設備サービス科（DS） 1 4 3 3 60.0%

導入訓練（ものづくりスタート型、統合型） 5,8,11,1 40 47 35 87.5％

合 計 575 410 371 64.5%

福岡職業能力開発促進センター
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令和３年度 離職者訓練（就職実績）

系 科名 修了者 就職者
中退
就職者

就職率
正社員
就職率

就職先業種
備考

① ② ③

一般コース 286 247 42 88.1% 63.3% 機械設計 建設業

機械 金属加工技術科 12 11 2 92.9% 92.3% 溶接工 建機保全・整備 製缶

機械 機械加工技術科 3 3 3 100％ 100％ 金型製造 建機保全・整備 機械加工業

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 39 32 3 83.3% 74.3% 機械設計 精密部品加工 FA関連
CADオペ
レータ

機械 機械ＣＡＤ技術科 20 16 2 81.8% 61.1% 機械設計 電気機械製造 自動車関連設計
CADオペ
レータ

機械 ＣＡＤものづくりサポート科 36 32 5 90.2% 54.1% 機械設計 建築設計 サービス業
CADオペ
レータ

居住 住宅リフォーム技術科 48 44 7 92.7% 45.1% 建設業 リフォーム業 不動産業

居住 ビル設備サービス科 59 51 8 88.1% 59.3% 建設業 製造業 運輸業

居住 建築システムＣＡＤ科 22 18 1 82.6% 68.4% 建設業 不動産業 建築サービス業

電気・電子 電気設備技術科 47 40 11 87.9％ 72.5％ 電気工事業 保守点検業 製造業

電気・電子 スマート生産サポート科 － － － － － － － －

企業実習付コース 6 6 0 100% 83.3％ 機械加工業 一般管工事業 施設管理

機械 機械加工技術科（ＤＳ） 4 4 0 100％ 75.0％ 機械加工業

機械 機械ＣＡＤ技術科（ＤＳ） 1 1 0 100％ 100% 一般管工事業

居住 ビル設備サービス科（ＤＳ） 1 1 0 100％ 100% 施設管理

合計 292 253 42 88.3% 63.7%

参 考③

福岡職業能力開発促進センター
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参 考②
令和３年度 離職者訓練計画及び応募・入所状況

系 科 名
令和３年度計画・実績

備考
開講月

計画定員 応募者 入所者
定員充足率

（人） （人） （人）

一般コース 436 441 340 78.0％

機械 ものづくりCAD科NCコース 4,7,10,1 48 38 32 66.7％

機械 ものづくりCAD科CAMコース 8,2 40 30 27 67.5％

機械 ものづくり溶接科 6,9,12,3 60 28 20 33.3％

機械 建設機械科 4,7,10,1 60 63 48 80.0％

管理・事務 ビジネスワーク科 4,7,10,1 60 88 57 95.0％

居住 住宅リフォームCAD技術科 4,7,10,1 60 60 54 90.0％

居住 ビル管理技術科 4,7,10,1 60 81 58 96.7％

居住 住環境コーディネーター科 5,8,11,2 48 53 44 91.7％

導入訓練（橋渡し訓練） 15 29 18 120.0%

機械 ものづくりCAD科NCコース 9 3 7 6 200.0%

機械 建設機械科 9 4 10 4 100.0%

居住 住宅リフォームCAD技術科 9 4 5 4 100.0%

居住 ビル管理技術科 9 4 7 4 100.0%

合 計 451 470 358 79.4%

飯塚訓練センター
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参 考③

令和３年度 離職者訓練（就職実績）

系 科名
修了者
（人）

就職者
（人）

中退
就職者
（人）

就職率
正社員就
職率

就職先業種

備考
① ② ③

標準コース（職業訓練一般コース） 301 256 35 86.6% 64.6% 製造業 建設業 サービス業

機械 ものづくりCAD科NCコース 28 26 3 93.5% 75.9% 製造業 卸売・小売業 建設業

機械 ものづくりCAD科CAMコース 22 14 7 72.4% 71.4% 製造業 建設業 教育・学習支援業

機械 ものづくり溶接科 26 21 2 82.1% 60.9% 製造業 建設業 サービス業

機械 建設機械科 45 43 7 96.2% 80.0% 建設業 サービス業 製造業

管理・事務 ビジネスワーク科 46 44 8 96.3% 61.5% 建設業 製造業 卸売・小売業

居住 住宅リフォームCAD技術科 45 39 0 86.7% 56.4% 建設業 製造業 運輸業・郵便業

居住 ビル管理技術科 50 42 3 84.9% 62.2% サービス業 建設業 製造業

居住 住環境コーディネーター科 39 27 5 72.7% 46.9% 製造業 建設業 サービス業

導入訓練（橋渡し訓練） （19）

機械 ものづくりCAD科NCコース （6） - - - - - - -

機械 建設機械科 （4） - - - - - - -

居住 住宅リフォームCAD技術科 （5） - - - - - - -

居住 ビル管理技術科 （4） - - - - - - -

合 計 301 256 35 86.6％ 64.6%

飯塚訓練センター



テーマ２

令和３年度離職者訓練実施状況
（９月末現在）について

6



系 科名
令和４年度計画 令和４年度実績

備考
開講月

計画定員
（人）

開講月
定員数
（人）

応募者
（人）

入所者
（人）

定員充足率

一般コース 536 260 202 182 70.0%

機械 金属加工技術科 5,8,11,2 40 5,8 20 8 ８ 40.0%

機械 機械加工技術科 ６,12 20 6 10 4 1 10.0％

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 4,7,10,1 60 4,7 30 ３０ 27 ９0.0%

機械 機械ＣＡＤ技術科 8,2 45 8 25 1０ ９ 36.0%

機械 ＣＡＤものづくりサポート科 9,3 50 9 25 18 16 64.0％ 女性専用

居住 住宅リフォーム技術科 6,9,12,3 80 6,9 40 31 29 72.5%

居住 ビル設備サービス科 4,7,10,1 92 4,7 48 37 35 72.9%

居住 建築システムＣＡＤ科 11 25 － － － － －

電気・電子 電気設備技術科 6,9,12,3 84 6,9 42 37 37 88.1%

電気・電子 スマート生産サポート科 8,2 40 8 20 27 20 100％

企業実習付き訓練 19 5 1 1 20.0%

機械 機械加工技術科（ＤＳ） 6,12 10 6 5 1 1 20.0%

機械 機械ＣＡＤ技術科（ＤＳ） 2 5 － － － － －

居住 ビル設備サービス科（ＤＳ） 1 4 － － － － －

橋渡し訓練 40 20 32 19 95.0%

機械 機械加工技術科 5,11 4 5 2 3 3 150％

機械 機械加工技術科（DS） 5,11 4 5 2 0 0 0％

居住 住宅リフォーム技術科 5,11 6 5 3 2 2 66.7％

電気・電子 電気設備技術科 5,11 6 5 3 5 4 133.3％

電気・電子 スマート生産サポート科（統合型） 7,1 20 7 10 22 10 100％

合計 595 285 235 202 70.9％

7

福岡職業能力開発促進センター

実績①

ハロートレーニング（離職者訓練）令和４年度訓練計画及び応募・入所状況実績（令和４年９月末現在）



実績②

ハロートレーニング（離職者訓練）令和４年度就職実績（令和４年9月末現在）

系 科名 修了者 就職者
中退
就職者

就職率 正社員率
就職先業種

備考
① ② ③

一般コース 49 41 13 87.1％ 68.5％ － － －

機械 金属加工技術科 ２ ２ ０ 100% 100% 機械製造業 総合建設業
11月入所
4月修了

機械 機械加工技術科 0 0 2 100% 50.0% 製造業 建設業 －
12月入所
5月修了

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 10 6 0 60.0％ 83.3％ 機械製造業 金型製造業
1月入所
6月修了

機械 機械ＣＡＤ技術科 － － － － － － － －

機械
ＣＡＤものづくりサポー
ト科

－ － － － － － － －

居住 住宅リフォーム技術科 6 6 2 100％ 37.5% 建築業 木材卸業 不動産業
12月入所
5月修了

居住 ビル設備サービス科 7 6 0 85.7％ 33.3％ ビルメンテナンス 建設 設備管理
1月入所
6月修了

居住 建築システムＣＡＤ科 9 9 5 100％ 57.1％ － － －
11月入所
4月修了

電気・電子 電気設備技術科 15 12 4 84.2％ 100％
電気、給水設備工事

業
家電修理 製造管理設備保全

12月入所
5月修了

電気・電子 スマート生産サポート科 － － － － － － － －

企業実習付き訓練 4 3 0 75.0% 100% － － －

機械 機械加工技術科（ＤＳ） 1 1 0 100％ 100% 製造業 － －
12月入所
5月修了

機械 機械ＣＡＤ技術科（ＤＳ） － － － － － － － －

居住
ビル設備サービス科
（ＤＳ）

3 2 0 66.7％ 100％
ビル設備管理エンジ

ニア
バイオマス発電所の

運転・管理
－

1月入所
6月修了

合計 53 44 13 86.4% 70.2%

福岡職業能力開発促進センター
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飯塚訓練センター

ハロートレーニング（離職者訓練）令和４年度訓練計画及び応募・入所状況実績（令和４年９月末現在）

実績①

9

系 科 名
令和４年度計画 令和４年度実績

備考
開講月

計画定員
開講月

計画定員 応募者 入所者
定員充足率

（人） （人） （人） （人）

一般コース 436 218 231 176 80.7%

機械 機械ＣＡＤオペレーション科 4,7,10,1 48 4,7 24 23 22 91.7%

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭエンジニア科 8,2 40 ８ 20 18 14 70.0%

機械 ものづくり溶接科 6,9,12,3 60 ６,9 30 17 16 53.3%

機械 建設機械科 4,7,10,1 60 4,7 30 34 21 70.0%

居住 住宅リフォームCAD技術科 4,7,10,1 60 4,7 30 25 21 70.0%

居住 住環境コーディネーター科 5,8,11,2 48 5,8 24 27 23 95.8%

居住 ビル管理技術科 4,7,10,1 60 4,7 30 40 29 96.7%

管理・事務 ビジネスワーク科 4,7,10,1 60 4,7 30 47 30 100.0%

橋渡し訓練 15 15 15 13 86.7%

機械 機械ＣＡＤオペレーション科 9 3 9 3 0 0 0%

機械 建設機械科 9 4 9 4 6 4 100.0%

居住 住宅リフォームCAD技術科 9 4 9 4 2 2 50.0%

居住 ビル管理技術科 9 4 9 4 7 7

合 計 451 233 246 189 81.1%



ハロートレーニング（離職者訓練）令和４年度就職実績（令和４年9月末現在）

実績②

飯塚訓練センター
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系 科名 修了者 就職者
中退
就職者

就職率 正社員率
就職先業種

備考
① ② ③

一般コース 54 48 9 90.5% 57.9% 製造業 建設業 医療・福祉

機械
ものづくりCAD科NCコース
（機械ＣＡＤオペレーション科）

6 5 1 85.7% 83.3% 製造業 卸売・小売業 建設業
1月入所
6月修了生

機械
ものづくりCAD科CAMコース
（ＣＡＤ／ＣＡＭエンジニア科）

12 10 1 84.6% 81.8% 製造業 建設業 医療・福祉
11月入所
4月修了生

機械 ものづくり溶接科 4 4 0 100% 100% 製造業 運輸業 自営
12月入所
5月修了生

機械 建設機械科 5 5 0 100% 100% 建設業 サービス業 製造業
1月入所
6月修了生

居住 住宅リフォームＣＡＤ技術科 9 7 2 81.8% 88.9% 建設業 サービス業 ―
1月入所
6月修了生

居住 住環境コーディネーター科 7 7 2 100% 11.1% 建設業 製造業 サービス業
11月入所
4月修了生

居住 ビル管理技術科 12 11 2 92.9% 61.5% サービス業 建設業 製造業
1月入所
6月修了生

管理・事務 ビジネスワーク科 11 9 2 84.6% 45.5% 建設業 製造業 卸売・小売業
1月入所
6月修了生

橋渡し訓練 （18） － － － － － － －

機械
機械ＣＡＤオペレーション科
（統合型）

6 － － － － － － －

機械
建設機械科
（統合型）

4 － － － － － － －

居住
住宅リフォームＣＡＤ技術科
（統合型）

4 － － － － － － －

居住
ビル管理技術科
（統合型）

4 － － － － － － －

合計 ８0 68 10 86.7% 62.8%
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福岡職業能力開発促進センター

令和５年度離職者訓練（施設内訓練）実施計画総括表（橋渡し訓練を除く）

施設
名

令和４年度 令和５年度
定員
増減

系 訓練科名 期間
延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考 系 訓練科名 期間
延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考

福岡

機械 金属加工技術科 6 40 4 5.8.11.2 「10.10.10.10.」 機械 金属加工技術科 6 40 4 5,8,11,2 「10,10,10,10」 0

機械 機械加工技術科 6 20 2 6.12 「10.10」 機械 機械加工技術科 6 20 2 6.12 「10.10」 0

機械 機械加工技術科（企業実習付） 6 10 2 6.12 「5.5」 機械 機械加工技術科（企業実習付） 6 10 2 6.12 「5.5」 0

機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 6 60 4 4.7.10.1 「15.15.15.15」 機械 ＣＡＤ／ＣＡＭ科 6 60 4 4.7.10.1 「15.15.15.15」 0

機械 機械ＣＡＤ技術科 6 45 2 2 「25.20」 機械 機械ＣＡＤ技術科 6 45 2 8.2 「25.20」 0

機械
機械ＣＡＤ技術科
（企業実習付）

6 5 1 2 「5」 機械
機械ＣＡＤ技術科
（企業実習付）

6 5 1 2 「5」 0

機械 ＣＡＤものづくりサポート科 6 50 2 9.3 「25.25」
女性
専用

機械 ＣＡＤものづくりサポート科 6 50 2 9.3 「25.25」 0

居住 住宅リフォーム技術科 6 80 4 6.9.12.3 「20.20.20.20」 居住 住宅リフォーム技術科 6 80 4 6.9.12.3 「20.20.20.20」 0

居住 ビル設備サービス科 6 92 4 4.7.10.1 「24.24.24.20」 居住 ビル設備サービス科 6 92 4 4.7.10.1 「24.24.24.20」 0

居住
ビル設備サービス科
（企業実習付）

6 4 1 1 「4」 居住
ビル設備サービス科
（企業実習付）

6 4 1 1 「4」 0

居住 建築システムＣＡＤ科 6 25 1 11 「25」 居住 建築システムＣＡＤ科 6 25 1 10 「25」 0

電気・電子 電気設備技術科 6 84 4 6.9.12.3 「21.21.21.21」 電気・電子電気設備技術科 6 84 4 6.9.12.3 「21.21.21.21」 0

電気・電子 スマート生産サポート科 6 40 2 8.2 「20.20」 電気・電子 ICTエンジニア科 6 40 2 8.2 「20.20」 0

555 33 555 33 0

12

令和５年度離職者訓練（施設内訓練）実施計画総括表（橋渡し訓練を除く）

施設
名

令和４年度 令和５年度
定員
増減系 訓練科名 期間

延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考 系 訓練科名 期間
延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考

福岡

機械 機械加工技術科 1 4 2 5.11 「2.2」 機械 機械加工技術科 1 4 2 5.11 「2.2」 0

機械 機械加工技術科（企業実習付） 1 4 2 5.11 「2.2」 機械 機械加工技術科（企業実習付） 1 4 2 5.11 「2.2」 0

居住 住宅リフォーム技術科 1 4 2 5.8.11 「2.2.2」 居住 住宅リフォーム技術科 1 6 2 5.11 「3.3」 0

電気・電子 電気設備技術科 1 12 2 5.8.11 「4.4.4」 電気・電子電気設備技術科 1 12 2 5.11 「3.3」 0

電気・電子 スマート生産サポート科 1 10 2 1 「10」 電気・電子 ICTエンジニア科 1 20 2 7.1 「10.10」 0

40 10 40 10 0



飯塚訓練センター

令和５年度離職者訓練(施設内訓練)実施計画総括表（橋渡し訓練を除く）

施設名

令和４年度 令和５年度 定
員
増
減系 訓練科名

期間
（月）

延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考 系 訓練科名
期間
（月）

延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考

飯塚

機械 機械CADオペレーション科 6 48 4 4,7,10,1 「12,12,12,12」 機械 機械CADオペレーション科 6 48 4 4,7,10,1 「12,12,12,12」 0

機械 CAD/CAMエンジニア科 6 40 2 8,2 「20,20」 機械 CAD/CAMエンジニア科 6 40 2 8,2 「20,20」 0

機械 ものづくり溶接科 6 60 4 6,9,12,3 「15,15,15,15」 機械 ものづくり溶接科 6 60 4 6,9,12,3 「15,15,15,15」 0

機械 建設機械科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 機械 建設機械科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 0

居住 住宅リフォームCAD技術科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 居住 住宅リフォームCAD技術科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 0

居住 住環境コーディネーター科 6 48 4 5,8,11,2 「12,12,12,12」 居住 住環境コーディネーター科 6 48 4 5,8,11,2 「12,12,12,12」 0

居住 ビル管理技術科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 居住 ビル管理技術科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 0

管理・
事務

ビジネスワーク科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」
管理・
事務

ビジネスワーク科 6 60 4 4,7,10,1 「15,15,15,15」 0

436 30 436 30 0

13

令和５年度橋渡し訓練（施設内訓練）実施計画総括表

施設名

令和４年度 令和５年度 定
員
増
減系 訓練科名

期間
（月）

延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考 系 訓練科名
期間
（月）

延定員
（名）

コース
数

開始月 １回定員（名） 備考

飯塚

機械
機械CADオペレーション科
（橋渡し訓練）

1 3 1 9 「3」 機械
機械CADオペレーション科
（橋渡し訓練）

1 3 1 9 「3」 0

機械
建設機械科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 機械
建設機械科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 0

居住
住宅リフォームＣＡＤ技術科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 居住
住宅リフォームＣＡＤ技術科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 0

居住
ビル管理技術科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 居住
ビル管理技術科
（橋渡し訓練）

1 4 1 9 「4」 0

15 4 15 4 0



令和５年度福岡県地域職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

福岡県の特徴 県人口は全国9位ながら、公共訓練施設設置数及び施設内訓練定員数は、東京・北海道に次ぐ全国3位であり、
公共訓練設置は旧産炭地域に集中、求職者支援訓練は福岡地域に集中している。

①就職率が高い分野

②応募倍率が高い分野

(Ｒ３実績に該当する分野)
｢医療事務分野｣、｢介護・医療・福祉分野｣

実施状況の
分析

雇用失業情
勢等の分析

③求人規模が大きい分野

⑤人手不足感が高い分野

政府の重点
的な取組

⑥デジタル分野の重点化

④求職規模が大きい分野

令和8年度末までに政府全体で230万人のデジタル推進人材を育
成（デジタル田園都市国家構想基本方針）

(Ｒ３実績に該当する分野)
｢デザイン分野｣、｢建設関連分野｣、｢営業・販売・事務分野｣

(Ｒ３実績に該当する分野)
｢介護・医療・福祉分野｣、｢営業・販売・事務分野｣

(Ｒ３実績に該当する分野)
｢営業・販売・事務分野｣、｢医療事務分野｣

(Ｒ３実績に該当する分野)
｢介護・医療・福祉分野｣、｢農業分野｣、｢理容・美容関連分野｣

県内の公的職業訓練の実施状況、雇用失業情勢及び地域の人材ニーズ等を踏まえ訓練実施計画を策定



営業・販売・
事務分野, 
66,803 

医療事務分野, 
41,876 

旅行・観光
分野, 

39,128 ＩＴ分野, 
36,436 

建設関連分野,
29,195 

介護・医療・福祉分野, 
25,708 

理容・美容関連分野, 10,183 
農業分野, 9,088 
デザイン分野, 4,693 
製造分野, 2,083 

その他分野, 
61,033 

求職規模が大きい分野
（令和3年度 新規求職者数）

営業・販売・事務分野
医療事務分野
旅行・観光分野
ＩＴ分野
建設関連分野
介護・医療・福祉分野
理容・美容関連分野
農業分野
デザイン分野
製造分野
その他分野

介護・医療・
福祉分野, 
4.27倍

農業分野, 
4.18倍

理容・美容
関連分野, 
4.04倍製造分野, 

3.61倍

建設関連分野,
2.12倍

営業・販売・事務分野, 
1.63倍

デザイン分野, 1.54倍

医療事務分野, 1.48倍
旅行・観光分野, 0.96倍

ＩＴ分野, 0.78倍

その他分野, 
2.21倍

人材不足感が高い分野
（令和3年度 求人倍率）

介護・医療・福祉分野
農業分野
理容・美容関連分野
製造分野
建設関連分野
営業・販売・事務分野
デザイン分野
医療事務分野
旅行・観光分野
ＩＴ分野
その他分野

介護・医療・福祉分野, 
109,801 

営業・販売・事務分野, 
108,899 

建設関連
分野, 

61,991 
医療事務

分野, 
61,842 

理容・美容
関連分野,
41,148 

農業分野, 37,985 

旅行・観光分野, 37,455 

ＩＴ分野, 28,458 
製造分野, 7,525 
デザイン分野, 7,247 

その他分野, 
134,792 

求人規模が大きい分野
（令和3年度 新規求人数）

介護・医療・福祉分野
営業・販売・事務分野
建設関連分野
医療事務分野
理容・美容関連分野
農業分野
旅行・観光分野
ＩＴ分野
製造分野
デザイン分野
その他分野
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公共職業訓練
（障害者訓練を除く）

ハロートレーニング（公的職業訓練）に係る
令和５年度概算要求

要 求 額 約1,170億円（約1,140億円）
約1,000億円（約968億円） 訓練規模 約41.2万人（約40.9万人）

離職者訓練

施設内訓練

委託訓練

在職者訓練
（生産性向上訓練を含む）

学卒者訓練

約15.5万人（約15.5万人）

要求額 訓練規模

約3.4万人（約3.4万人）

約12.1万人（約12.1万人）

約17.7万人（約17.4万人）

約2.1万人（約2.1万人）

約655億円（約623億円）

約345億円（約345億円）

※ 公共職業訓練のうち、離職者訓練（施設内訓練）、在職者訓練及び
学卒者訓練の予算は切り分けができないため、予算額については、離

職者訓練（施設内訓練）に含んで記載。

※

※

約35.3万人（約35.0万人）

要求額

訓練規模

約116億円（約117億円）

約5.3万人（約5.2万人）
求職者

支援訓練

要求額

訓練規模

求職者支援制度全体 約282億円（約278億円）

公共職業訓練（離職者訓練）

＋ 求職者支援訓練
約20.8万人

(約20.7万人）

訓練規模

約0.6万人（約0.7万人）
障害者訓練

離職者訓練

施設内訓練

委託訓練

在職者訓練

約0.6 万人（約0.7 万人）

約0.3 万人（約0.4 万人）

約54億円（約55億円）

約14億円（約15億円）

施設内訓練

委託訓練

要求額 訓練規模

要求額

訓練規模

約40億円（約40億円）約0.2 万人（約0.2 万人）

約0.03万人（約0.03万人）

約0.1 万人（約0.1 万人）

約0.1 万人（約0.1 万人）

※ 障害者訓練のうち、在職者訓練の施設内訓練及び委託訓練の予算
は切り分けができないため、予算額については、離職者訓練に含んで

記載。

※

※

約54億円（約55億円）

資料５－１
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３ スキーム・実施主体等２ 事業の概要

１ 事業の目的

公的職業訓練のデジタル分野の重点化によるデジタル推進人材の育成
令和５年度概算要求額 5.4億円（4.6億円）※（）内は前年度当初予算額

労働保険特別会計
労災 雇用 徴収

○

厚生労働省 人材開発統括官付訓練企画室
（内線5926、5600）

「デジタル田園都市国家構想基本方針」（令和４年６月閣議決定）において、職業訓練のデジタル分野の重点化等により、令和８年度末
までに政府全体で230万人のデジタル推進人材を育成することとされている。

このため、公共職業訓練（委託訓練）及び求職者支援訓練において、民間訓練実施機関に対するインセンティブとして令和４年度から実
施している①ＩＴ分野の資格取得を目指す訓練コースにおける委託費等の上乗せを引き続き実施するとともに、令和５年度からは、新たに、
②ＷＥＢデザイン等のデジタル分野の資格取得等を目指す訓練コースを委託費等の上乗せの対象とする。

また、➂就労に結び付く実践的な経験を積むための企業実習を組み込んだ訓練コースに対する委託費等の上乗せ、➃オンライン訓練にお
けるパソコンや通信機器の貸与を行うことにより、デジタル推進人材を育成する。

ＩＴスキル標準（ＩＴＳＳ）レベル１以上の資格取得を目指す
訓練コースで、就職率等が一定割合以上の場合、委託費等を１人
当たり月１万円上乗せ（未実施地域は更に１万円上乗せ）

ＷＥＢデザイン等のデジタル分野の資格取得等を目指す訓練
コースで、就職率等が一定割合以上の場合、委託費等を１人当た
り月１万円上乗せ

就労に結び付く実践的な経験を積むための企業実習を組み込ん
だデジタル分野の訓練コースについて、委託費等を１人当たり２
万円上乗せ

オンライン訓練（eラーニングコース）において、受講者にパ
ソコン等を貸与するために要した経費を、１人当たり月１．５万
円を上限に委託費等の対象とする
※➂、➃はそれぞれ①、②と併給可能
※④はデジタル分野以外の訓練も対象
※いずれも令和８年度末までの時限措置

①IT分野の委託費等の上乗せ

②WEBデザイン等のデジタル分野の委託費等の上乗せ

③企業実習を組み込んだコースの委託費等の上乗せ

④オンライン訓練におけるパソコン等の貸与

職
業
訓
練
の
実
施
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デジタル分野の

訓練機関(訓練コース)

委
託
費
等

【継続】

【新規】

【新規】

【新規】

1

※公的職業訓練全体1,116億円（1,085億円）
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実施状況

の分析

令和５年度全国職業訓練実施計画の策定に向けた方針（案）

①就職率が高く、応募倍率が低い分野

（Ｒ３実績に該当する訓練分野）「介護・医療・福祉」

計画と実

績の乖離

人材ニー

ズを踏ま

えた設定

・応募・受講しやすい募集・訓練日程の検討が必要。

・訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化。

②応募倍率が高く、就職率が低い分野

（Ｒ３実績に該当する訓練分野）
「ＩＴ分野」「デザイン分野」

・求人ニーズに即した訓練内容になっているか、就職

支援策が十分か、検討が必要。

・「公共職業訓練の効果検証」の結果も踏まえた、ハ

ローワークと連携した就職支援の強化が必要。

③求職者支援訓練のうち基礎コースは
Ｒ３年度計画では認定規模の50％程度
としていたが、実績は２割

・就労経験が少ない者等の就職困難者には、社会人と

しての基礎的能力を付与する基礎コースが有効。

このため、基礎コースの設定を推進するとともに、

実態を踏まえた計画の策定が必要。

⑤デジタル人材が質・量とも不足、都
市圏偏在が課題（デジタル田園都市国
家構想基本方針）

・職業訓練のデジタル分野への重点化が必要。

令和４年度計画と同程度の規模で人材を育成

➃委託訓練の計画数と実績の乖離 ・訓練期間等のニーズを踏まえた訓練コースの設定を

進めるとともに、実態を踏まえた計画数の検討が必要。

資料５－２
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Ｒ３年度

キャリアコンサルティング実施人数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

1 専門実践教育訓練 161 130 112 90 70 78 88 112 136 183 358 305 1,823

2 特定一般教育訓練 7 3 4 7 6 15 9 4 6 0 3 4 68

3 雇用型訓練 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

4 日本版デュアルシステム 21 20 25 24 11 21 22 12 8 0 0 2 166

5 公共職業訓練（施設内訓練） 1 1 1 0 0 0 0 1 2 2 2 0 10

6 公共職業訓練（委託訓練）「長期高度人材育成コース」 0 0 0 0 0 0 0 0 2 32 41 6 81

7 公共職業訓練（委託訓練）「長期高度人材育成コース」は除く 0 0 1 5 0 0 2 2 0 1 4 2 17

8 求職者支援訓練 1 2 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 5

9 その他 1 1 1 2 1 1 0 1 0 0 0 2 10

計 194 157 145 128 89 115 122 132 154 218 408 321 2,183

訓練受講希望者等に対するジョブ・カードの作成支援推進事業におけるキャリアコンサルティング実施状況報告



Ｒ４年度

キャリアコンサルティング実施人数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 合計
対前年
同期比

1 専門実践教育訓練 172 101 124 78 76 72 74 697 96%

2 特定一般教育訓練 5 7 3 4 7 21 1 48 94%

3 雇用型訓練 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

4 日本版デュアルシステム 11 21 30 26 1 4 34 127 88%

5 公共職業訓練（施設内訓練） 1 0 0 0 2 0 1 4 133%

6 公共職業訓練（委託訓練）「長期高度人材育成コース」 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

7 公共職業訓練（委託訓練）「長期高度人材育成コース」は除く 4 2 2 2 2 0 2 14 175%

8 求職者支援訓練 0 0 0 0 0 0 0 0 0%

9 その他 0 1 0 0 0 0 2 3 43%

計 193 132 159 110 88 97 114 893 94%

訓練受講希望者等に対するジョブ・カードの作成支援推進事業におけるキャリアコンサルティング実施状況報告
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教育訓練給付制度とは

労働者の主体的なスキルアップを支援するため、厚生労働大臣の指定を受けた教育訓練を受講・修
了した方に、訓練費用の一部が支給される制度です。
対象となる教育訓練は、レベルなどに応じて３種類あり、それぞれ給付率が異なります。

教育訓練
の種類 専門実践教育訓練 特定一般教育訓練 一般教育訓練

給付率
最大で受講費用の70%

［年間上限56万円・最長４年］
を受講者に支給

受講費用の40%
［上限20万円］
を受講者に支給

受講費用の20%
［上限10万円］
を受講者に支給

労働者の学び直しを支援するため、教育訓練給付講座指定の「特別申請期間」を設けました。
対象は「デジタル等成長分野の講座」、「土日・夜間・オンラインの講座」です。
教育訓練実施者の皆さま、この機会に講座指定申請をお願いいたします！

※通常の申請期間は、10月３日～11月７日です。

特別申請期間

2022年12月１日（木）～2023年１月10日（火）

対象講座

●デジタル講座

●土日講座、平日（夜間）講座 ※通学制

●オンライン講座（eラーニング講座、一部eラーニング講座）

・新規指定申請に限ります（再指定申請講座は対象外です） 。

・専門実践、特定一般、一般教育訓練のいずれも対象です。

・一般教育訓練は通常申請期間の新規申請を３講座までとしていますが、この期間中の

対象の講座であれば申請数に上限はありません。

・2023年４月から対象講座として指定されます。

お問い合わせ

講座指定の申請手続き
中央職業能力開発協会 能力開発支援部 教育訓練支援課
03-6758-2828／2825／2824

講座指定の基準
厚生労働省 人材開発統括官 若年者・キャリア形成支援担当参事官室
03-5253-1111（内線5398）

教育訓練給付制度について（厚生労働省ウェブサイト）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html

教育訓練給付 学び直し応援キャンペーン
「デジタル等成長分野の講座」「土日・夜間・オンラインの講座」

の特別申請期間を設けて 労働者の学び直しを応援します

デジタル等成長分野の講座・オンライン講座等を
運営する教育訓練実施者の皆さまへ

LL040920開若01





・厚生労働省ホームページに、教育訓練施設向けのパンフレットを
掲載しています。

まずは、指定を受けるための要件を確認しましょう

・申請様式（記入書類）は、厚生労働省ホームページからダウンロードできます。

申請書類を準備しましょう

・申請受付は年２回、提出期間と指定日は以下の通りです。
４月上旬～５月上旬提出→10月１日指定、10月上旬～11月上旬提出→翌年４月１日指定

申請書類の提出（提出先：中央職業能力開発協会）

・申請された講座が指定基準を満たしているか、審査を行います。

審 査

・指定期間は、４月１日または10月１日から３年間です。

・引き続き指定を希望される場合は、指定期間満了前に再指定申請が必要です。

指 定

教育訓練 講座指定 検 索

指定対象の講座を、裏面で詳しくご紹介していますので、ご覧ください。

教育訓練給付制度のご案内

労働者の主体的なスキルアップを支援するため、厚生労働大臣の指定を受けた教育訓練を受講・修了した

方に対し、その費用の一部が支給される制度です。

対象となる教育訓練は、そのレベルなどに応じて３種類があり、それぞれ給付率が異なります。

教育訓練給付とは？

教育訓練
の種類 専門実践教育訓練 特定一般教育訓練 一般教育訓練

給付率

最大で受講費用の70%
［年間上限56万円
・最長４年］
を受講者に支給

受講費用の40%
［上限20万円］
を受講者に支給

受講費用の20%
［上限10万円］
を受講者に支給

講座指定を受ける手続き

教育訓練を運営する施設の皆さまへ

LL030714開若02



指定対象講座

専門実践教育訓練 特定一般教育訓練 一般教育訓練

❶ 業務独占資格などの取得を目標とする講座

▶業務独占資格・名称独占資格の
取得を目標とする講座

例：介護福祉士、社会福祉士、
精神保健福祉士、看護師、保健師、
助産師、美容師、理容師、
歯科衛生士、保育士、調理師 など

▶業務独占資格・名称独占資格・
必置資格の取得を目標とする
講座

例：介護職員初任者研修、
介護支援専門員、
大型自動車第一種・第二種免許、
税理士、社会保険労務士 など

▶公的職業資格・民間職業資格
などの取得を目標とする講座

例：中小企業診断士、司書、
英語検定、簿記検定 など

❷ デジタル関係の講座

▶ITSSレベル３以上の情報通信
資格の取得を目標とする講座

▶第四次産業革命スキル習得講座
（経済産業大臣認定）

▶ITSSレベル２以上の情報通信
資格の取得を目標とする講座
※ITSSレベル３かつ訓練時間が120時
間未満のものを含む

▶左記以外の情報通信資格の取得
を目標とする講座

❸ 大学院・大学・短期大学・高等専門学校の課程（➊➋に該当するものを除く）

▶専門職大学院の課程

▶専門職大学・専門職短期大学の
課程
※大学・短期大学の専門職学科の課程
を含む

▶職業実践力育成プログラム
（文部科学大臣認定）

▶職業実践力育成プログラム
（文部科学大臣認定）
※短時間（訓練時間が60時間以上120
時間未満）のもの

▶修士・博士の学位などの取得を
目標とする課程

❹ 専門学校の課程（➊➋に該当するものを除く）

▶職業実践専門課程
（文部科学大臣認定）

▶キャリア形成促進プログラム
（文部科学大臣認定）

▶キャリア形成促進プログラム
（文部科学大臣認定）
※短時間（訓練時間が60時間以上120
時間未満）のもの

お問い合わせ

▶講座指定の申請手続き（申請書類の記入方法など）
中央職業能力開発協会 能力開発支援部 教育訓練支援課（03-6758-2828／2825／2824）

▶講座指定の基準
厚生労働省 人材開発統括官 若年者・キャリア形成支援担当参事官室（03-5253-1111（代表））

▶教育訓練給付金（給付金の支給申請手続き、証明書類の記入方法など）
最寄りのハローワーク https://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html

厚生労働省ホームページ

▶教育訓練給付制度について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku.html

▶教育訓練給付の講座指定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/jinzaikaihatsu/kyouiku_00001.html







































「マナビDX（デラックス）」 ※とは？
● 誰でもデジタルスキルが学べるサイト
● 初心者でも、入門 / 基礎講座から
スタート可能

● 豊富なコンテンツで、自身のレベルや
目的に合わせて学習

※ デラックス：DELUXEは「Digitaltransformational Education 
and Learning platform for Users × Engineers」の略

マナビDX 事務局　独立行政法人情報処理推進機構 (IPA)　社会基盤センター 人材プラットフォーム部
スキルトランスフォーメーショングループ　manabi-dx-info@ipa.go.jp

あなたにぴったりの講座を４つのテーマから検索

豊富な16の
検索カテゴリ
AI、データサイエンス、
クラウド、IoTなど

●  掲載講座の充実
●  統一基準※1による講座の整理
●  実践的なスキルを身につけたい人
向けのプログラム※2の紹介

※1 デジタルスキル標準（DXリテラシー標準
などのデジタル人材に求められる知識・スキル）
のこと。※2 具体的には、ケーススタディを通
じたDXを疑似経験できるプログラム、地域の
中小企業と一緒にDX 課題に取り組む現場研
修プログラム

もしくはこちらから

https://manabi-dx.ipa.go.jp/
マナビDX 検索

3月29日
OPEN!

https://manabi-dx.ipa.go.jp/
Webサイトはこちら

                は  　　　　　に
学びの場を提供します

すべての人

今が
はじめる
チャンス！

● 登録不要※1

● ログイン不要※1

※1 コンテンツ提供者サイトでは必要な場合あり。※2 有償コンテンツもあり。※3 必要な講座もあり

● 政府運営サイト
● 審査済みコンテンツ

● 無償コンテンツ※2多数
● 前提知識不要※3

かんたん あんしん うれしい

マナビDXを使う3つのメリット

掲載コンテンツ Coming soon
もっと便利に！

学んで身につく
あなたの学びに　　   を！あなたの学びに　　   を！変革

デジタルスキル

デジタル入門 /基礎講座デジタル初心者。
基本から始めたい！

デジタル実践講座実践的なスキル
を身に付けたい！

受講料の支援のある講座補助を受けて
専門スキルを磨きたい！

特に女性におすすめ
（多様な働き方に活かせる）

自分にあった働き方
を手に入れたい！

文部科学省推奨 経済産業省推奨 厚生労働省推奨
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産業人材を取り巻く環境変化と
九州経済産業局の取組について

令和4年11月

九州経済産業局

産業人材政策室
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１. 未来人材ビジョン

２. デジタル推進人材の育成

３. 地域の産学官による人材育成・確保のための機能の強化

目 次
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１．未来人材ビジョン
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⚫ デジタル化や脱炭素化により、将来は「問題発見力」「的確な予測」「革新性」が一層求められる。

⚫ 2050年における職種別の労働需要は、事務従事者で４割減少する一方、情報処理・通信技
術者では２割増加するとの推計結果となった。

労働需要推計の結果

2015年

注意深さ
・ミスがないこと

1.14

責任感
・まじめさ

1.13

信頼感
・誠実さ

1.12

基本機能
（読み、書き、計算、等）

1.11

スピード 1.10

… …

2050年

問題発見力 1.52

的確な予測 1.25

革新性※ 1.19

的確な決定 1.12

情報収集 1.11

… …

（注） 各職種で求められるスキル・能力の需要度を表す係数は、56項目の平均が1.0、標準偏差が0.1になるように調整している。

（出所）2015年は労働政策研究・研修機構 「職務構造に関する研究Ⅱ」、2050年は同研究に加えて、World Economic Forum “The future of jobs 
report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: Employment in 2030”等を基に、経済産業省が能力等の需要の伸びを推計。

※革新性：新たなモノ、サービス、方法等を作り出す能力
（注） デジタル化と脱炭素化が進展し、高い成長率を実現できると仮定した推計結果。労働需要の増減と、各産業・職種の付加価値の増減は

連動しない点に留意。

（出所）労働政策研究・研修機構「労働力需給の推計-労働力需給モデル（2018年度版）」、 「職務構造に関する研究Ⅱ」（2015年）、
World Economic Forum “The future of jobs report 2020”, Hasan Bakhshi et al., “The future of skills: 
Employment in 2030”、内閣府 「産業界と教育機関の人材の質的・量的需給マッチング状況調査」（2019年）、文部科学省 科
学技術・学術政策研究所「第11回科学技術予測調査ST Foresight 2019」等を基に経済産業省が推計。

事務従事者

販売従事者

情報処理
・通信技術者

開発
・製造技術者

42 % 減少

26 % 減少

20 % 増加

11 % 増加

2050年に向けた重要なスキルの変化

１.（１）未来人材ビジョン
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5%

11%

14%

16%

16%

20%

21%

23%

23%

24%

24%

34%

20%

0% 10% 20% 30% 40%

日本

西ヨーロッパ

東アジア

中東/北アフリカ

サハラ以南のアフリカ

オーストラリア/ニュージーランド

東ヨーロッパ

CIS

東南アジア

南アジア

ラテンアメリカ

米国/カナダ

世界

従業員エンゲージメントの国際比較（左：世界全体 右：東アジア）

5%

7%

8%

12%

17%

35%

0% 10% 20% 30% 40%

日本

香港

台湾

韓国

中国

モンゴル

（注） 「エンゲージメント」は、人事領域においては、 「個人と組織の成長の方向性が連動していて、互いに貢献し合える関係」といった意味で用いられる。

（出所）GALLUP “State of the Global Workplace 2021”を基に経済産業省が作成。

１.（２）従業員エンゲージメントの国際比較

⚫ 日本企業の従業員エンゲージメントは、世界全体でみて最低水準にある。
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（注） 対象地域は、中国、韓国、台湾、香港、日本、タイ、フィリピン、インドネシア、マレーシア、シンガポール、ベトナム、インド、オーストラリア、ニュージーランド（各国1,000サンプル）。
調査対象は、20～69歳男女で、就業しており、対象国に３年以上在住している者。
なお、日本は、別途実施した「働く1万人の就業・成長定点調査2019」から東京、大阪、愛知のデータを抽出して利用。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」を基に経済産業省が作成。

52%

86%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

インドネシア

台湾

シンガポール

韓国

香港

ニュージーランド

マレーシア

タイ

オーストラリア

フィリピン

中国

ベトナム

インド

現在の勤務先で継続して働きたい人の割合

25%

52%

0% 20% 40% 60%

日本

インドネシア

韓国

ニュージーランド

台湾

オーストラリア

フィリピン

タイ

マレーシア

シンガポール

中国

香港

ベトナム

インド

転職意向のある人の割合

⚫ 「現在の勤務先で働き続けたい」と考える人は少ない一方で、転職の意向を持つ人も少ない。

１.（３）従業員の転職意識
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⚫ デジタルやグリーンなどのメガトレンドや技術革新により、スキル陳腐化のスピードも上がる見込み。
生涯学び続けることが不可欠となる。

⚫ しかしながら、日本企業の人への投資はむしろ減少し、個人も自ら学ばないのが日本の現状。

46.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ベトナム

インドネシア

インド

タイ

中国

フィリピン

マレーシア

韓国

台湾

シンガポール

香港

オーストラリア

ニュージーランド

日本

（％）

人材投資（OJT以外）の国際比較（GDP比） 社外学習・自己啓発を行っていない人の割合

1.94

1.45
1.34

1.03

2.23

0.41

2.13

1.51 1.34

0.95

2.01

0.33

2.03
2

1.29

1.08 1.11

0.15

2.08

1.78

1.2

1.09
1.06

0.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

米国 フランス ドイツ イタリア 英国 日本

1995-1999 2000-2004 2005-2009 2010-2014

（出所）学習院大学宮川努教授による推計（厚生労働省「平成30年版 労働経済の分
析」に掲載）を基に経済産業省が作成。

（出所）パーソル総合研究所「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」
を基に経済産業省が作成。

１.（４）学び続けることの重要性



⚫ 日本の子どもの数学的・科学的リテラシーは世界でトップレベルであるにも関わらず、数学や理科を
活用する職業に就きたい中学生の割合は国際平均よりも低い。

8

（注） 義務教育修了の目安となる15歳を対象に、これまでに身に付けてきた知識や技能を、
実生活の様々な場面で直面する課題にどの程度活用できるかを測るもの。

（出所）OECD生徒の学習到達度調査（PISA）2018年調査を基に経済産業省が作成。

数学的・科学的リテラシーのランキング

順位 国名 平均得点

１ 日本 527

２ 韓国 526

３ エストニア 523

OECD平均 489

順位 国名 平均得点

１ エストニア 530

２ 日本 529

３ フィンランド 522

OECD平均 489

【
数
学
】

【
科
学
】

23%
27%

49%

57%

0%

20%

40%

60%

数学 理科

「数学」や「理科」を使うことが含まれる
職業につきたい生徒（中学生）の割合

（注） 数値は「強くそう思う」「そう思う」と回答した生徒の小数点第一位までの割合を合計し、
さらにその小数点第一位を四捨五入したもの。

（出所）文部科学省「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2019）のポイント」を基に経
済産業省が作成。

日本

国際平均

日本

国際平均

１.（５）日本の子どもの数学的・科学的リテラシーの可能性



決められた教室・学年の中で、
黒板とチョーク、紙と鉛筆で、
「一律の目標のもとで」
「一律の内容を」「一律のペースで」
「一斉に」「受動的に」学ぶ

居場所や学年や時間の制約を受けず、
１人１台端末とリアルを組み合わせ、
「一人ひとり違う目標と教材選択で」
「多様な内容を」「多様なペースで」
「個別に協働的に」「主体的に」学ぶ

（出所）経済産業省「未来の教室ビジョン」（未来の教室とEdTech研究会第２次提言）（2019年6月）、Life is Tech!(株)作成資料、(株)steAm作成資料から抜粋。

今までの教室 これからの教室

9

⚫ 一律・一斉で画一的な知識を詰め込めば対処できる時代は終わり、今は「目指す社会に向けて
何を実現すべきか」という到達地点を考える時代。

⚫ 子どもたちが繰り返し挑戦したくなる機会を増やすべきではないか。

１.（６）未来の教室ビジョン
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１．旧来の日本型雇用システムからの転換

２．好きなことに夢中になれる教育への転換

これから向かうべき２つの方向性

主な具体策

１.（７）今後の方向性と主な具体策

１．旧来の日本型雇用システムからの転換

（１）人を大切にする企業経営へ

⚫ 人的資本経営に取り組む企業による変化を加速させる「場」の創設

⚫ インターンシップを積極的に活用する仕組みへの転換と一括採用の相対化

（２）労働移動が円滑に行われる社会に

⚫ “ジョブ型雇用”の導入を検討する企業に向けたガイドラインの作成

⚫ 「学び直し成果を活用したキャリアアップ」を促進する仕組みの創設

⚫ 地域の産学官による人材育成・確保のための機能の強化

２．好きなことに夢中になれる教育への転換

⚫ 教育課程編成の一層の弾力化や、多様な人材が教育に参画できる仕組みの整備

⚫ 高校の授業における対面とデジタルの組み合わせへの転換

⚫ 公教育の外で才能育成・異能発掘を図る民間プログラムの全国ネットワークの創設

⚫ 「知識」の獲得に関する企業や大学の教材等をデジタルプラットフォーム上での解放・
体系化と、教員リソースの「探究力」の鍛錬への集中

⚫ 大学・高専等における企業による共同講座の設置やコース・学科等の設置促進
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２．デジタル推進人材の育成



２.（１）デジタル推進人材の育成

出典：デジタル田園都市国家構想基本方針（令和4年6月7日閣議決定） 12



２.（２）人材ニーズと対応の方向性

⚫ 九州地域では、JASMの投資を契機とした半導体人材の育成・確保に向けた取組が進展。

⚫ 東北地域や中国地域でも、半導体人材育成を行う組織体が設立された。

13



⚫ 九州経済産業局が事務局となり、産学官のニーズ・
シーズをコーディネート。

（１）半導体人材の育成と確保

①半導体産業のプレゼンス向上、全国への魅力発信

②人材育成カリキュラムの作成、研修プログラムの構築と実践

（２）半導体大手企業と地場企業、ユーザー企業との取引強化

①大手企業と地域企業等とのマッチングプラットフォーム構築

②新たな投資案件の創出、レガシー工場・設備の共同利活用

（３）海外との産業交流の促進

①海外（台湾・米国・欧州）の関連機関とのアライアンス形成

②SIIQのMOUの活用等による産業交流及び人材交流

１．事業の概要

⚫ 半導体人材の育成・確保やサプライチェーンの強靱化を図るため、国や九州７県・政令市、産業界、
教育界等で構成する九州半導体人材育成等コンソーシアムを本年３月に組成。

⚫ 半導体産業の更なる発展に向けた取組を強力に推進。

２．今後の取組方針

⚫ ２つのワーキンググループ（人材育成、サプライチェーン強靱化）を設置し取組を実行。WG事務局はSIIQ。

⚫ ４県が組成した半導体協議体とも連携し、オール九州にて取組を推進。

⚫ 九州がモデルとなるエコシステムを構築し、他地域での横展開に繋げ、オールジャパンでの展開に発展。

＜主な構成機関＞

◆産：半導体企業、JASM※1、JEITA 等
◆学：九工大、九大、熊大、高専機構 等
◆官：経産省、文科省、各県、産総研 等

〔事務局〕 九州経済産業局、SIIQ ※2

※1: Japan Advanced Semiconductor Manufacturing(株)
（TSMC、ソニーセミコンダクタソリューションズ(株)、(株)デンソーの合弁会社）
※2: 九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会

九州半導体人材育成等コンソーシアム
（令和4年3月29日組成）

県組成の協議体 ※（ ）内は組成時期、九州経済産業局も参画

福岡県
(令和4年2月)

台湾等の
大学・企業等

半導体ユーザー 支援

参画 連携

全
国
・
他
地
域
へ
横
展
開

長崎県
(令和4年2月)

熊本県
(令和4年3月)

大分県
(平成17年4月)

２.（３）シリコンアイランド九州の更なる発展に向けて

14
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３．地域の産学官による人材育成・確保のための機能の強化



３.（１）地域企業における人材確保等の課題

⚫ 中堅・中小企業では、数ある経営課題の中で、人材（確保・育成・後継者）が最重要課題。

⚫ 他方、有力な企業でも4割は専任の人事・採用担当者がいないなど、人事機能が弱い傾向。

⚫ 人手を割く余裕のなさから、人材育成は従業員の自己啓発に依存。

（資料）経済産業省（2022.4） 第5回未来人材会議「関連データ・政策集」抜粋
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⚫ 管理職や専門・技術職等の中核人材も、東京圏等の都市部ほど集中している。

17

３.（２）東京圏に集中する中核人材
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■教育未来創造会議（内閣官房）

■未来人材会議（経済産業省）

地域の産学官が面的に連携して人材マッチング・育成・フォローアップ等を総
合的に行う「地域の人事部」機能を構築・強化することにより、地域企業の人材
の獲得・育成・定着を促進し、地域における人材の活躍の場を創出する。

（我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について （第一次提言案：令和４年
５月１０日）より抜粋）

地域における人材の活躍に向けて、 地域の産学官による人材育成・確保のため
の機能を強化すべきである。

（未来人材ビジョン（令和４年５月３１日公表）

３.（３）政府の動き

⚫ 「教育未来創造会議（内閣官房）」や「未来人材会議（経済産業省）」にお
いて、地域の産学官が面的に連携して、人材に係る諸問題に対応することが
求められている。



⚫ 民間事業者等が複数の地域企業を束ね、地方自治体、金融機関等の地域の関係機関と連
携しつつ、地域の企業群を一体として、将来の経営戦略実現を担う人材の確保（兼業・副業
含む）・域内でのキャリアステップの構築等を行う総合的な取組を促進する。

※獲得：域内企業等の合同セミナー・イベント・インターン実施、育成：域内企業等の合同社員研修、定着：兼業・副業や域内転職、都市部への一時出向 等

地域の人事部

連携

人材の獲得・育成・定着※に取り組む

域内企業群

地域金融機関

業界団体

教育機関

経営支援機関

関係自治体

企業群が一体となって
人材の獲得・育成・定着※に取り組む

民間事業者（企業、NPO、一般社団法人等） 関係自治体＋地域関係機関

３.（４）「地域の人事部」のイメージ図
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地域の
目指す姿

• 町内事業者を１つの企業と見立て、地
域単位で採用・育成・評価・配置を行
う。

地域の課題

• 中山間地域で家族・小規模経営が多
い（全体の70%）なか、近隣に高賃
金の大規模工場が設立したことで、更
なる人材流出に危機感。

• 地域内（単一の企業）ではキャリア形
成が難しく、給料を上げるためには外に
出ざるを得ない。

事業例

【人材育成】
• 近接地域（宮崎県高千穂町、熊本県美

里町・上天草市等）の地域商社合同で、
専門人材（コーディネート、マーケ、PR等）

の育成及びシェア事業（合同採用プログ

ラム等）を実施。
【人材定着】
• 柔軟な働き方のモデルとして、町内事

業者間での兼業副業を促進。共通の
評価基準を設けることで個人のキャリア
形成（スキルアップ・業務経験等）を促進
するとともに、複数の収入源の確保を目
指す。

＜事業スキーム＞

⚫ 熊本県南小国町（4千人）では、町内事業者における企業群を１つの企業と見立て、地域単位で採用・育
成・評価・配置を行う取組を検討中。

南小国町役場
・共同で、事業の企画・調整・実施

株式会社DHE※
・近接地域の地域商社における調整

※SMO立ち上げに関わったコンサルティング
会社

地域の関係機関

株式会社SMO南小国

・人材獲得・育成・定着支援
・主担当は、安部未来づくり部長※。

※NPOでの社会起業支援や東北で
の起業支援等を経て、2019年より
現職

民間事業者

連携

地域の人事部

＜事業イメージ＞

人材サービスの提供に係る導入・定着支援
（採用・評価制度構築・研修費用等）

20

商社等 ３～５社程度

近接地域の地域商社（複数社） （商業・卸売業）
黒川温泉観光旅館協同組合 （観光業）
その他町内事業者等

地域企業群

３.（５）人口減少地域における企業群（熊本県南小国町の例）



⚫ 地域の民間団体が、企業、業界団体、経営支援機関、自治体等と連携して、若者人材を対象に、特定の
地域課題・テーマを持ちながら、一企業に閉じずに地域ぐるみで協調して求人・採用、人材育成やキャリア形
成体制構築を行う総合的な取組みを支援する。

⚫ 地方企業が「個社ごと」に取り組むのではなく、「地域全体」として魅力的な仕事やキャリアを作り上げることに
より、若者人材の誘引を目指す。

「若者人材確保プロジェクトの実証」の概要・スキーム

地方企業（群）

関係自治体

大学・高等学校・専門学校
地域金融機関
公設試
業界団体

採用支援事業者 等

域内・都市部の若者人材

「地域ぐるみ」で採用・呼び込みをめざす

経産省 事務局

民間団体等

定額補助

連携計画策定に係る費用と
運営費の一部を補助

連携

人材マッチング

人材育成

キャリア支援

➢ 特定の地域課題・テーマを軸にした、域内企業等合同での
セミナー・イベント・インターン等の実施 等

➢ 複数社の社員合同基礎研修、人材育成プログラムの実施、
➢ 高度専門性を持つ中核人材育成メニュー 等

➢ 兼業・副業や域内転職、都市部への一時出向等も含め、
一企業に留まらない多様な選択肢やステップアップの提供

➢ 同期・同じ立場同士の情報交換やコミュニケーションが出
来る場（とまり木）の提供 等

企業がサービス料を負担するなど、
人材支援ビジネスとして成り立つことが前提１／２補助

支援・サービス提供

対価支払い
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３.（６） 「地域の人事部」機能の強化・拡大 ～地域ぐるみの若者人材確保プロジェクトを支援～
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（参考）令和4年度若者人材確保プロジェクトの実証 ～九州３地域を支援～

令和４年度「中小企業経営支援等対策費補助金（若者人材確保プロジェクトの実証）」 採択案件一覧



（お問い合わせ先）
九州経済産業局
産業人材政策室

０９２-４８２-５５０４
URL：https://www.kyushu.meti.go.jp/
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